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 本資料では、令和元年６月１９日に公布されました「動物の愛護

及び管理に関する法律等の一部を改正する法律」（以下「改正法」

という。）について解説します。 

 改正法の特徴として、改正内容が３つの時期に分けて施行され

ることから、その中でも動物取扱業に関係する事項について、施

行日別に分けて説明しております。 

８  幼齢の犬猫の販売等の制限の強化・・・・・・・・・・１２ 

９  飼養管理基準の遵守義務について具体的に明示・・・・１３ 

 

１０ マイクロチップの装着等の義務化・・・・・・・・・・１４ 

 

１  はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
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１ はじめに 

 

 平素より当県の動物愛護管理行政に御協力いただき、誠にあり

がとうございます。 

 さて、先日、皆様にお知らせしましたとおり、本年度の動物取扱

責任者研修（第１回）は新型コロナウイルス感染症の発生状況を

考慮し、開催を延期したところです。 

 しかし、依然として新型コロナウイルス感染症の流行は収束の

兆しがなく、また、今般の再拡大ともいうべき状況を考慮し、感染

拡大防止の観点から当県での令和２年度動物取扱責任者研修を中

止することを決定しました。 

 一方、昨年改正されました「動物の愛護及び管理に関する法律」

の改正内容については、第一種動物取扱業者の皆様にとって大変

重要な内容となっております。 

 つきましては、標記研修にて説明を予定しておりました内容に

ついて本資料を作成しましたので、動物取扱責任者の皆様におか

れましてはこちらをよくお読みいただき、各事業所での適切な運

営に努めていただきますようお願いいたします。 

  

 

                埼玉県保健医療部生活衛生課 

                総務・動物指導担当 
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法第２２条、規則第９条 

２ 動物取扱責任者の選任条件の厳格化 
 第一種動物取扱業者は、常勤の職員から動物取扱責任者を選任

しなくてはなりません。 

 改正法により、動物取扱責任者の選任要件が以下のように改正

されました。 

 令和２年５月３１日までに登録済みの事業者については

令和５年５月３１日までに、その事業所の動物取扱責任者が

改正後の要件を満たすようにしなければなりません。 

 現在、実務経験のみの要件で動物取扱責任者に選任されて

いる方は令和 5 年 5 月 31 日までに資格取得等が必要です。 

 

令和２年６月１日施行 

① 獣医師 

② 半年以上の実務経験 

③ 学校等卒業 

④ 愛玩動物飼養管理士などの資格 

※①～④のいずれか１つ以上 

改正前 

① 獣医師もしくは愛玩動物看護師 

② 半年以上の常勤の実務経験（または１年以上の飼養経験） 

 ＋ 学校等卒業 

③ 半年以上の常勤の実務経験（または１年以上の飼養経験） 

 ＋ 愛玩動物飼養管理士などの資格 

※①～③のいずれか１つ以上 

改正後 
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実務経験と飼養経験について 

（参考） 

動物取扱責任者について（埼玉県 HP） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0706/doubutu-touroku/sekininsya.html 

 

 実務経験 

 営もうとする業種に関連した第一種動物取扱業の登録施設にお

いて、半年以上、「常勤」で勤務した経験のことです。 

※改正法により、「常勤」であることが新たに条件として規定され

ました。「常勤」とは正社員などのようにフルタイムで働く職員を

指しています。 
 

 飼養経験 

 改正法により、新たに責任者の選任要件として認められること

になったものです。 

 取り扱おうとする動物の種類ごとに、実務経験と同等と認めら

れる 1 年以上の飼養に従事した経験のことになります。 

 

 

 
・単なるペットとしての飼育経験は実務経験と同等とは認

められません。 

・飼養経験を責任者の選任要件とした場合、取り扱える動

物は飼養経験のある動物に限られます。 

・実務経験と同様に、証明書等による証明が必要です。 
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 改正法により、帳簿の備付けが義務付けられる業種等が拡大さ

れました。 

 

  

３ 取り扱う動物に関する帳簿の備付けについて対象業種  

 等の追加 

法第２１条の５第１項 

動物に関する帳簿に記載が必要な事項 

 

①  動物の品種等の名称 

②  動物の繁殖者の氏名（法人の場合は名称）及び登録番号（又は所在地）  

※  輸入/譲渡された個体で、繁殖を行った者が不明な場合は、その個体を輸出/譲渡した者の氏名（法人の場合は名

称）及び所在地  

※  捕獲された個体は、その個体を捕獲した者の氏名（法人の場合は名称）及び登録番号又は所在地、この個体を捕

獲した場所 

③  動物の生年月日  

※  輸入などをされた個体で、生年月日が不明な場合は、推定される生年月日及び輸入年月日など 

④  動物を所有（占有）した日  

⑤  動物の仕入れ元（販売した者又は譲渡した者）の氏名（法人の場合は名称）及び登録番

号（又は所在地）  

⑥  動物を販売（引渡）した日  

⑦  動物の販売（引渡し）の相手方の氏名（法人の場合は名称）及び登録番号（又は所在地）  

⑧  動物の販売（引渡し）先が動物の取引に関する関係法令に違反していないことの確認状

況  

⑨  動物の死亡した日（動物販売業者等が飼養又は保管している間に死亡した場合） 

⑩  動物の死亡の原因（動物販売業者等が飼養又は保管している間に死亡した場合） 

販売業のみ 貸出し業のみ 

⑪  販売を行った者の氏名  

⑫  販売に際しての情報提供（法第 21 条の

4）及びそれについての顧客による確認の

実施状況 （次項参照） 

⑬  貸出しにあたって、当該動物に関する情

報提供の実施状況並びに当該動物の貸出

しの目的及び期間 

 

記
載
方
法

犬又は猫は個体ごとに記入する（参考１）

犬猫以外の動物は品種等ごとに記載でもよい（参考２）

令和２年６月１日施行 

 改正前 改正後 

業種 販売業のみ 
【第一種】販売業、貸出業、展示業、譲受飼養業 

【第ニ種】譲渡し業 

動物種 犬猫のみ 動物取扱業に係る動物すべてについて 
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（参考） 

動物に関する帳簿の備付け（埼玉県 HP） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0706/doubutu-touroku/toriatukai-choubo.html 
 

 

 

 

 

 

  

 

帳簿の様式は

定められてお

りませんが、

県で作成した

参考様式を例

示します。 

必要な方は、

県 HP からダ

ウンロードし

ていただく

か、管轄保健

所にお問い合

わせくださ

い。 

(参考１)個票形式 

 

 

(参考２)一覧形式 
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４ 定期報告届出書の対象動物種及び業種の拡大 

法第２１条の５第２項 

 改正法により犬・猫を販売する業者以外の方についても「動物

販売業者等定期報告届出書」の提出が必要になりました。 

（１）報告の方法について 

毎年、提出期間（4 月 1 日～5 月 30 日）中に管轄保健所へ 

次ページ様式を用いて提出するようお願いします。 

 

（２）報告が必要な事項 

ア 前年度当初に所有していた動物の数 

イ 前年度中に増えた動物の数 

ウ 前年度中に販売もしくは引き渡しをした動物の数 

エ 前年度中に死亡した動物の数 

オ 前年度末に所有していた動物の数 

イ～エについては月ごとに計上した数を報告します。 

 

（３）対象業種 

販売業、貸出業、展示業、譲受飼養業 

※動物取扱業に係る動物すべてが報告の対象となります。 

 

（４）その他 

・「犬」「猫」「その他哺乳類」「鳥類」「爬虫類」に分けて数値を 

 計上してください。 

・令和 3 年度は令和 2 年 6 月 1 日から令和 3 年 3 月３１日ま 

 での数値を計上し、報告するようお願いします。 

（参考） 

動物販売業者等の定期報告について（埼玉県 HP） 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0706/doubutu-touroku/teikihoukoku.html 

 

令和２年６月１日施行 
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年度当初

の所有数 

ア 

年度中に

増えた数 

イ 

ウ 

年度中に

販売又は 

引渡した 

数 

エ 

年度中に 

死亡した 

数 

オ 

年度末の

所有数 

動物販売業者等定期報告届出書（様式） 
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  ５ 動物の販売場所を事業所に限定 

法第２１条の４、規則第８条の２ 

 動物の販売にあたり、顧客が安易な購入を行うことや、顧客側

に対する情報提供の不足を未然に防ぐために、販売する動物につ

いての対面説明と現物確認を行う場所が事業所に限定されまし

た。 

 つまり、自らの登録事業所外での販売ができなくなりました。 

 

 

1.品種等の名称 

2.性成熟時の標準体重、標準体長その他の体の大きさに係る情報 

3.平均寿命その他の飼養期間に係る情報 

4.飼養又は保管に適した飼養施設の構造及び規模 

5.適切な給餌及び給水の方法 

6.適切な運動及び休養の方法 

7.主な人と動物の共通感染症その他当該動物がかかるおそれの高い疾病の種類及び
その予防方法 

8.不妊又は去勢の措置の方法及びその費用（哺乳類に属する動物に限る。） 

9.「8」に掲げるもののほかみだりな繁殖を制限するための措置（不妊若しくは去勢
の措置を不可逆的な方法により実施している場合を除く。） 

10.遺棄の禁止その他当該動物に係る関係法令の規定による規制の内容 

11.性別の判定結果 

12.生年月日（輸入等をされた動物であって、生年月日が明らかでない場合にあって
は、推定される生年月日及び輸入年月日等） 

13.不妊又は去勢の措置の実施状況（哺乳類に属する動物に限る。） 

14.繁殖を行った者の氏名又は名称及び登録番号又は所在地（輸入、譲渡された動物
であって、繁殖を行った者が明らかでない場合にあっては、輸入者または譲渡した者
の氏名又は名称及び所在地） 

15.所有者の氏名（自己の所有しない動物を販売しようとする場合に限る。） 

16.当該動物の病歴、ワクチンの接種状況等 

17.当該動物の親及び同腹子に係る遺伝性疾患の発生状況（哺乳類に属する動物に限
り、かつ、関係者からの聴取り等によっても知ることが困難であるものを除く。） 

18.上記までに掲げるもののほか、当該動物の適正な飼養又は保管に必要な事項 

 

令和２年６月１日施行 

(参考) 販売、貸出しにあたって説明が必要な事項 
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法第２５条の２、法第２６条、 

規則第１３条の２ 

６ 特定動物に関する規制の強化 

（１）特定動物の特定目的以外での飼養・保管の禁止 

  特定目的とは 

・動物園その他これに類する施設における展示 

・試験研究又は生物学的製剤、食品若しくは飲料の製造の用 

・生業の維持 

・改正法施行の際、現に愛玩目的等で特定動物（交雑種含む） 

 の飼養等を行う者が、同様の目的で継続的に当該個体を飼養 

 又は保管する場合 

・特定動物の飼養又は保管を行う者が死亡した場合であって、 

 相続人が継続して飼養又は保管を行う場合 

・動物による生活環境の保全上の支障を防止すること等、その 

 他公益上の必要があると認められる目的 

 

（２）特定動物の交雑種の扱いについて 

  特定動物の交雑種について、改正法により規制の対象となり 

  ました。 

令和２年６月１日施行 

愛玩目的での特定動物とその交雑種の飼養ができなくなりました 

 ただし、改正法施行の時点（令和２年６月１日）ですでに許可

を受け飼養していた個体に関しては、その個体に限り飼養を継続

することができます。 

 また、これに伴い愛玩目的の特定動物の販売ができなくなりま

した。 
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  ７ 登録拒否事由の追加 

法第１２条 

・登録を取り消された場合、５年間登録ができない 

（登録を取り消された法人の役員を含む） 

・関係法令（動愛法、化製場法、狂犬病予防法、*外為法、狂犬病予防法、種の保存 

 法、鳥獣保護法、外来生物法）で罰金以上の刑に処された場合、その執行後、又 

 は執行を受けることがなくなった日から、５年間登録ができない (*動物に係る 

 ものに限る) 

拒否期間の延長、関連違反法令の追加 

新規拒否事由の追加 

○第１２条第 1 号 

・心身の故障によりその業務を適正に行うことができない者として環境省令で定める者 

→精神の機能の障害によりその業務を行うに当たっての必要な認知、判断及び意思疎通を

適切に行うことができない者とする。（規則第３条第４項） 

○同条第 2 号 

・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

○同条５の２号 

・禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら５年を経過しない者 

○同条７号 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第２条第

６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者 

○同条７号の２ 

・第一種動物取扱業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相

当の理由がある者として環境省令で定める者 

→登録取消しに係る聴聞の通知があった日以降に廃業届を提出した者又は通知があった日 

前３０日に役員であった者・廃業届提出日から５年間 

○同条９号 

・個人であって、その環境省令で定める使用人のうちに第１号から第７号の２までのいず

れかに該当する者があるもの 

→使用人は、事業者の業務を統括する者（規則第 3 条第 6 項） 

令和２年６月１日施行 
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 犬と猫については、出生後、一定の日齢に達していない幼

齢の個体を、その親兄弟から引き離すと適切な社会化がなさ

れず、後々、吠え癖や噛み癖等の問題行動を引き起こす可能

性が高まると考えられています。 

 そのため、社会性を身に付けさせ、成長後の問題行動を予

防してから販売するという目的から、幼齢犬猫の販売に制限

がかけられています。 

 

 

 

 

 

 

  

法第２２条の５ 

８ 幼齢の犬猫の販売等の制限の強化 

 前回の法改正(平成２４年改正）により、56 日齢（8 週齢）を

経過しない犬猫の販売を禁止することが規定されましたが、今回

の法改正までは、経過措置により 49 日齢（7 週齢）を経過して

いれば販売することが可能でした。 

 しかし、今回の法改正により、この経過措置の規定が削除され、

令和 3 年 6 月 1 日から、生後５６日齢（8 週齢）を経過しない犬

猫については、販売のため又は販売の用に供するために引き渡し

又は展示することができなくなります。 

 天然記念物として指定された犬（秋田犬、甲斐犬、紀州犬、柴犬、

北海道犬、四国犬）については、繁殖業者から一般の飼い主等（犬

猫等販売業者以外の者）に直接販売する場合に限り 49 日齢を経

過していれば販売できることになります。 

天然記念物指定犬の特例措置 

令和３年６月１日施行 
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  ９ 飼養管理基準の遵守義務について具体的に明示 

 第一種動物取扱業者が取り扱う動物の管理の方法等に関し遵守

しなければならない基準が規定されます。 

法第２１条第２項 

遵守すべき事項として７項目を規定 

①飼養施設の管理、飼養施設に備える設備の構造及び規模並びに

当該設備の管理に関する事項 

 

②動物の飼養又は保管に従事する従業者の員数に関する事項 

 

③動物の飼養又は保管をする環境の管理に関する事項 

 

④動物の疾病等に係る措置に関する事項 

 

⑤動物の展示又は輸送の方法に関する事項 

 

⑥動物を繁殖の用に供することができる回数、繁殖の用に供する

ことができる動物の選定その他の動物の繁殖方法に関する事項 

 

⑦その他動物の愛護及び適正な飼養に関し必要な事項 

 犬猫等販売業者に係る基準は数値などによって、より

具体的に規定される見込みです。詳細は今後、環境省令で

定められます。 

令和３年６月１日施行 
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  １０ マイクロチップの装着等の義務化 

法第３９条の２～第３９条の２６ 

（１）犬猫等販売業者へのマイクロチップ装着、情報登録の義務化 

 犬猫等販売業者は、犬又は猫を取得した日（生後９０日以内の犬又は猫の場

合は、生後９０日を経過した日）から３０日以内（その日までに販売する場合

は、その販売日まで）にマイクロチップの装着及び情報登録をすることが義務

付けられます。 

※犬猫等販売業者以外の犬又は猫の所有者については、マイクロチップの装

着は努力義務 

 

（２）マイクロチップを装着した犬又は猫を取得した者は、情報の  

  登録もしくは変更登録の義務化 

 マイクロチップを装着した犬又は猫であって、その登録をしていない場合

は登録することが義務付けられます。 

 また、マイクロチップを装着した犬又は猫であって、取得時すでに登録され

ている場合には、情報の変更登録をしなければなりません。 

 狂犬病予防法では、生後９１日以上の犬の所有者は、犬の所在地を

管轄する市町村への登録と毎年１回の狂犬病予防注射を受けさせるこ

とが義務付けられています。 

 改正法により、上記のとおりマイクロチップの装着等が義務化され

ることに伴い、令和４年６月１日から、犬のマイクロチップの登録を

することによって、狂犬病予防法に規定される「犬の登録」を受けた

こととなり、装着しているマイクロチップが鑑札とみなされます。 

 これら改正内容については、今後詳細が分かり次第皆様にお知らせ

してまいりますが、犬を取扱う業者の皆様におかれましては、引き続

き狂犬病予防法を遵守するようお願いします。 

令和４年６月１日施行 

～マイクロチップと狂犬病予防法～ 
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赤字は改正部分 

 

主な罰則 

愛護動物をみだりに殺したり傷つけた者 

（法第 44 条第 1 項） 

5 年以下の懲役又は 

5００万円以下の罰金 

愛護動物をみだりに虐待した者 

愛護動物を遺棄した者 

（法第 44 条第 2 項、3 項） 

1 年以下の懲役又は 

１００万円以下の罰金 

無許可で特定動物を飼養保管した者 

（法第 45 条） 

６ヶ月以下の懲役又は 

１００万円以下の罰金 

無登録で第１種動物取扱業を営んだ者 

（法第 46 条） 

１００万円以下の罰金 

無届出で第２種動物取扱業を営んだ者 

（法第４7 条） 

３０万円以下の罰金 

不適切な多頭飼育者が措置命令に違反した場合 

（法第 46 条の 2） 

５０万円以下の罰金 

 

埼玉県保健医療部 生活衛生課 総務・動物指導担当 

電話：０４８－８３０－３６１２ 

F A X：０４８－８２４－２１９４ 

 本年度は新型コロナウイルス感染症の発生状況を考慮し、動物取扱責任者

研修を中止しましたので、資料にて法改正の内容についてお知らせしたとこ

ろです。 

 今後も、令和 3 年、4 年と法改正により変更又は追加された事項が段階的

に施行されていきます。当県としましても引き続き、皆様に法改正の内容に

ついて周知してまいりますので、動物取扱責任者の皆様におかれましては、

それぞれの事業所において適切な運営がされるよう、本資料などを活用し、

運営方法を改正法の内容に対応させていくようにお願いいたします。法改正

の内容について御不明な点等ございましたら、管轄保健所、又は当課あてお

問い合わせください。 

 今後とも埼玉県の動物愛護管理行政への御協力をよろしくお願いいたし

ます。 

おわりに 

【参考】罰則について（令和２年６月１日施行） 

令和２年８月作成 


